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は じ め に 

 

  

 

     北九州市では、平成２７年４月１日に議員提案による「北九州市中小企業振興条例」 

が施行されました。 

 

 この条例は、中小企業が本市経済の発展において果たす役割の重要性に鑑み、中小企 

業の振興の基本となる事項を定めることにより、中小企業の健全な発展及び市民生活の 

向上を図ることを目的としています。 

 

 本報告書は、条例第１３条に基づき、中小企業の振興に関する施策の実施状況につい 

て、毎年、議会に対して報告し、市民に公表するものです。 

 

 令和４年度も、令和３年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の拡大により、中

小企業は厳しい経営環境に直面しました。 

こうした状況を踏まえ、北九州市としては、経営力強化に向けた労働生産性の向上や、

人材の確保、事業承継といった中小企業が抱える継続的な課題に対応するとともに、緊

急経済対策として、新型コロナウイルスにより経営の悪化した中小企業に対する相談体

制の確保、制度融資による円滑な資金供給や国の支援制度の申請支援など様々な支援を

継続して行ってまいりました。 

 

また、ウクライナ情勢や円安等に起因する原油高・資材高等の影響により、中小企業

を取り巻く経営環境は更に厳しいものとなっています。 

このような中、北九州市としては、中小企業の支援ニーズを把握しながら、国・県・

北九州商工会議所等との連携強化、中小企業の経営改善・経営基盤強化や中小企業への

市民理解の醸成など中小企業の振興に向けた施策を着実に推進してまいります。 
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１ 概要  

「北九州市中小企業振興条例」第１３条に基づき、中小企業の振興に関する施策の実施状況に

ついて、毎年、議会に対して報告するとともに、議会への報告後は、速やかに公表するものとす

る。 

 

 

２ 構成  

本報告の作成にあたっては、市内中小企業の現状及び課題、中小企業の振興に関する主な施策

について掲載している。 

 

 

３ 中小企業者・小規模企業者の定義  

  本報告書の中で、中小企業とは、中小企業基本法第２条第１項の規定に基づく「中小企業者」

をいう。 

また、小規模企業とは、同条第５項の規定に基づく「小規模企業者」をいう。 

「中小企業者」、「小規模企業者」については、具体的には、下記に該当するものを指す。 

業種 

中小企業者 
（下記のいずれかを満たすこと） 

うち小規模企業者 

資本金 常時雇用する従業員 常時雇用する従業員 

①製造業・建設業・運輸業 

その他の業種（②～④を除く）※ 
３億円以下 ３００人以下 ２０人以下 

②卸売業 １億円以下 １００人以下 ５人以下 

③小売業 
５，０００

万円以下 
５０人以下 ５人以下 

④サービス業※ 
５，０００

万円以下 
１００人以下 ５人以下 

 

※下記業種については、中小企業関連立法において、政令により、中小企業・小規模企業と 

する場合がある。 

 

【中小企業者】 

①製造業 

ゴム製品製造業：資本金３億円以下又は常時雇用する従業員９００人以下 

④サービス業 

ソフトウェア業・情報処理サービス業 

：資本金３億円以下又は常時雇用する従業員３００人以下 

旅館業    ：資本金５千万円以下又は常時雇用する従業員２００人以下 

 

【小規模企業者】 

④サービス業 

宿泊業・娯楽業：常時雇用する従業員２０人以下 
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４ 報告  

 

（１）市内中小企業の現状について 
市内事業所の９９％、従業者数の約８割を占める中小・小規模企業は地域経済の要であり、雇

用を支える重要な役割を担うものと認識している。しかしながら、人手不足や高齢化に加え、新

型コロナウイルス感染症の影響による事業環境の変化など、中小企業を取り巻く環境は、非常に

厳しいものとなっている。 

 

【規模別 中小企業・小規模企業の事業所数・従業員数】 

 

全産業 

  

中小企業 
 

小規模企業 

事業所数 ４１，７７２件 
４１，３５８件 

（９９．０％） 

２９，１２８件 

（６９．７％） 

従業者数 ４３４，７１４人 
３３９，７６２人 

（７８．２％） 

９６，６９６人 

（２２．３％） 

出典：Ｈ２８経済センサス（活動調査） 

（Ｒ３経済センサス活動調査における北九州市分の数字は現在集計中） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 



【産業別 中小企業・小規模企業の事業所数・従業者数】        単位：件、人 

産業 
全事業所 大企業 中小・小規模企業者 

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 

製造業 2,119 55,478 28 16,820 2,091 38,658 

卸売業 2,818 24,729 9 1,888 2,809 22,841 

小売業 8,457 60,708 124 11,697 8,333 49,011 

サービス業 22,364 219,323 245 59,175 22,119 160,148 

農林漁業 39 419 0 0 39 419 

その他 5,975 74,057 8 5,372 5,967 68,685 

合 計 41,772 434,714 414 94,952 41,358 339,762 

出典：Ｈ２８経済センサス（活動調査） 

（Ｒ３経済センサス活動調査における北九州市分の数字は現在集計中） 
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（２）市内中小企業が抱える課題について 
  令和４年度は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う売上減少、および原油高・資材高等の影

響による資金繰りの悪化、従業員の雇用維持等への対応が挙げられる。 

さらに、従前から、中小企業が継続的に抱えている、労働生産性の向上、労働人口の減少に伴

う働き手の確保、経営者の高齢化による事業承継などの課題について、対応する必要がある。 

また、持続可能な成長と新たなビジネスチャンスを生み出すグリーン化への対応も課題となっ

ている。 

 

（３）令和４年度の主な中小企業の振興に関する施策 
ア 新型コロナウイルス対策に関する支援 

（ア）新型コロナウイルス感染症に関する事業者総合相談窓口運営事業（第９条第４項） 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた市内中小企業を支援するため、市内３か

所（戸畑・小倉・黒崎）に相談窓口を設置し、資金繰りや雇用調整助成金等の活用を支援

した（令和４年８月以降、窓口を戸畑窓口１ヶ所に集約）。 

相談内容 

（１）資金繰り相談（危機関連保証・セーフティネット保証の認定） 

（２）雇用調整助成金申請支援 

（３）国・県・市の各種助成金相談 

相談件数 

窓口 ３，１７４件 

 うち雇用調整助成金 ２７５件 

電話 ６，９３４件 

合計 １０，１０８件 

セーフティネット保証 認定件数 １，８３５件 

 
設置場所及び相談時間等 

①設置開始：令和 2 年 3 月 9 日（月）～ 

②相 談 料：無料（全額、市で負担） 

 雇用調整助成金申請支援窓口 

【事前予約制】 

資金繰り窓口 
セーフティネット保証・危機関連保証認定窓口 

【事前予約制】 

小倉ワンストップ相談窓口 
小倉北区浅野 3 丁目 8-1 

(AＩＭビル 8 階) 

ＴＥＬ 093-551-3619 

※R4.8 月から戸畑窓口に集約 

社会保険労務士 

相談時間：9:00～17:00 

相 談 日：4～7 月 月・水      

※R4.1 月から戸畑窓口に集約 

戸畑ワンストップ相談窓口 
戸畑区中原新町 2-1 

(北九州テクノセンタービル 1階) 

ＴＥＬ 093-873-1433 

社会保険労務士 

相談時間：9:00～17:00 

相 談 日： 

（4～7 月）月、木（隔週） 

（8～9 月）月～金 

（10～12 月） 

月・水・金／火・木（隔週） 

（1～3 月） 

月・水／火・木／水・金（月 8 回） 

中小企業診断士等 

相談時間：9:00～17:00 

相 談 日：月～金 

黒崎ワンストップ相談窓口 
八幡西区黒崎 3 丁目 15-3 

(コムシティ 6階) 

ＴＥＬ 093-642-2861 

※R4.8 月から戸畑窓口に集約 

社会保険労務士 

相談時間：9:00～17:00 

相 談 日：4～7 月 月・水・金   

※R4.1 月から戸畑窓口に集約 
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  （イ）中小企業融資（第９条第２項、第４項、第１２条） 

市内中小企業の様々な資金ニーズに対応し、円滑な資金繰りを支援するため、金融機関 

や福岡県信用保証協会と連携し、融資制度を運用した。 

制度融資名 
北九州市中小企業融資制度 

（景気対応資金） 

利用実績 ９６７件、約１０７億円 

 

（ウ）事業再構築補助金活用促進助成金（第９条第４項） 

中小企業等の新分野展開、業態転換、事業・業種転換等を支援する国の事業再構築補助金 

について、市内企業の申請に係る費用の一部を助成した。 

支給要件 
助成額 

対象者 対象経費 

事業再構築補助金の第７回

公募分のうち「原油価格・物

価高騰等緊急対策枠」を申請

した市内中小企業等 

事業再構築補助金の申請にか

かる経費として、行政書士・

税理士・中小企業診断士・コ

ンサルティング会社などの

「専門家等」に支払う経費 

（事業計画策定費用や申請サ

ポート費用等） 

中小企業者及び個人事業主 

：対象経費の３／４ 

 

中堅企業者 

：対象経費の２／３ 

 

※いずれも上限は５０万円 

事業再構築補助金の第８回

公募分のうち「原油価格・物

価高騰等緊急対策枠」及び

「通常枠」（※）を申請した

市内中小企業等 

助成実績 助成件数：１８件、助成額：５，７９５千円 

（※）通常枠の場合は、２０２２年１月以降のいずれかの月の売上高が、２０１９～２０２１年

の同月と比較して１０％以上減少し、「足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影

響を受けている事業者に対する加点」を申請していることが条件。 

 

（エ）商店街プレミアム付商品券発行支援事業（第９条第２項、第１１条） 

    福岡県の助成制度と合わせて、商店街等が自主的に取り組むプレミアム付商品券の発行を

支援した。 

助成内容 

プレミアム率：２０％ 

助成額：販売総額の１０％＋事務費 

（県の１０％と合わせてプレミアム率２０％まで全額補助） 

発行実績 発行団体：３３団体、発行総額：約１３１億円 

 

  イ 生産性向上に関する支援 

（ア）先端設備等導入計画（固定資産税ゼロ特例事業）（第９条第１項） 

国が創設した償却資産に係る固定資産税の特例措置を活用した、市内中小企業の新規設備 

投資に係る固定資産税の減免制度に基づき、中小企業がこの制度を利用する際に必要となる 

「先端設備等導入計画」の受付・計画認定を行い、生産性の向上を支援した。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

認 定 件 数 ７２件 ８０件 １０７件 

投資見込額 約６７億３千万円 約３３億１千万円 約５１億３千万円 
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（イ）ＤＸ推進プラットフォーム事業（ユーザーとベンダー融合事業） （第９条第１項） 

ＤＸの提案ができる企業と地元企業とをつなぐプラットフォーム（活動基盤）をつく 

り、市内企業のＤＸ促進を図った。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

プラットフォーム登録企業 １５８社 ２３８社 ４０６社 

 
内ベンダー企業 ４３社 １００社 １６４社 

内ユーザー企業 １１５社 １３８社 ２４２社 

 

（ウ）中小企業のＤＸ推進支援事業（第９条第１項） 

  市内中小企業が実施する、ＩＴを活用した遠隔地からの保守管理システムの開発、ＨＰ 

制作、製品管理システムの導入検証、ペーパレス化などＤＸに向けた各種取組経費の一部を 

補助した。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

交付件数 ２６件 ４７件 ７８件 

金  額 ３６，１４８千円 ６５，０３９千円 １０６，８６２千円 

 

（エ）産業用ロボット導入支援関連事業（第９条第１項） 

市内中小企業の生産性向上、競争力強化を図ることを目的として産業用ロボットの導入等 

に対して補助金を交付した。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

交付件数 ８件 ９件 ９件 

金  額 ３３，３７３千円 ２７，６９９千円 ２８，０４３千円 

 

（オ）中小企業技術開発振興助成金（第９条第４項） 

    市内中小企業の新技術・新製品開発を支援するため、研究開発に必要な資金の一部を助成

した。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

申請件数  １０社 ４社 

交付件数  ４社 ３社 

金 額  ２０，５５０千円 １１，７９０千円 

   ※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により事業中止。 

※令和３年度は、従来の枠組みでの実施のほか、特別枠を設け、新型コロナウイルスを 

    はじめとした感染症対策に資する新技術・新製品の研究開発を支援した。 

 

（カ）成長加速（研究開発等助成）研究開発プロジェクト支援事業（第９条第４項） 

「自動車」「ロボット・ＡＩ・IoＴ」「医療・保健・介護・福祉」「革新的ものづくり」の 

四分野において、実用化が見込まれる新技術・新製品の研究開発に対して補助金を交付した。 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

交付件数 ３件 １件 ３件 

金  額 ９，０００千円 ３，０００千円 １２，０００千円 
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（キ）環境未来技術開発助成制度（第９条第４項） 

循環型社会、脱炭素社会の実現に向け、新規性、独自性に優れ、かつ実現性の高い環境 

技術の研究に対して研究費を助成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

交付件数 １３件 １１件 １２件 

金 額 ５９,３６９千円 ５４，３５４千円 ４２，０６１千円 

※交付実績には、中小企業以外（大学、みなし大企業）も含む。 

 

（ク）中小企業の競争力を生み出す脱炭素化推進事業（第９条第４項） 

脱炭素社会の実現に向け、市内の事業所へ自家消費型太陽光発電設備、小型風力発電設備、 

蓄電池、エネルギーマネジメントシステムや最先端の省エネ機器（更新に限る）を導入する 

中小企業等に対し、費用の一部を補助した。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

交付件数 １３件 ８件 ０件 

金  額 ３２，９２８千円 １６，７４２千円 ０千円 

 ※令和２年度は「中小企業高度エネルギーマネジメント推進支援事業」、令和３年度は「北 

九州市中小企業の競争力を生み出す省エネとＲＥ１００推進事業」として実施。 

※令和４年度は補助上限などが有利な「中小企業の省エネを促す緊急経済対策事業（令和４ 

年度のみ）」が実施されたため、０件となっている。 

 

（ケ）中小企業の省エネを促す緊急経済対策事業（第９条第４項） 

原油価格高騰による電気料金上昇を緊急に対処するための経済対策として、市内の事業所 

へ自家消費型太陽光発電設備、小型風力発電設備、蓄電池、最先端の省エネ機器（更新に限 

る）、電動車及びⅤ２Ｈ充放電器を導入する市内中小企業に対し、費用の一部を補助した。 

 令和４年度 

交付件数 １４０件 

金  額 ２８８，４６７千円 

※うち７件分は繰越により、令和５年度に完了する。 

 

ウ 人材確保に関する支援 

（ア）中小企業人材確保支援助成金（第９条第４項） 

市内中小企業の人材確保を支援するため、市内の中小企業団体が、若年者や女性等の人材 

確保を目的として独自に取り組む、現場見学会や体験実習、勉強会などの事業に必要な経費 

の一部を助成した。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

交付件数 ３団体 ３団体 ３団体 

金 額 １１４千円 ６７９千円 ９３６千円 
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（イ）ものづくり中小企業職場環境改善支援助成金（第９条第４項） 

ものづくり分野での人材確保や定着を支援するため、市内の中小製造業者・建設業者が

行う、女性専用設備の設置や女性・高齢者の作業をアシストする機器導入、暑さ対策設備

の設置・機器購入等に必要な経費の一部を助成した。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

交付件数 ７社 ７社 １２社 

金 額 ２，５００千円 ３，４５４千円 ５，２３８千円 

 

（ウ）Ｕ・I ターン応援プロジェクト（第９条第４項） 

  北九州市へのＵ・Ｉターン就職希望者と市内企業のマッチングを図るため、小倉と東京

の２か所に常設の窓口を設置し、専任コンサルタントによる伴走型の就職支援と職業紹介

を実施した。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

登 録 者 数 １，０３２人 １，０７４人 １，０８７人 

求 人 件 数 ２，２０５件 ２，５９９件 ２，１１３件 

就職決定者数 ２１５人 ２２８人 ２２７人 

 

（エ）就労支援施設における人材確保支援（第９条第４項） 

北九州市では、市内３か所に就業支援施設を設置し、就業相談や各種セミナーを実施する 

とともに、職場体験や職業紹介などを実施することで、市内企業の人材確保を支援した。 

施設 場所 
就職決定者数 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

若者ワークプラザ北九州 小倉 ５２３人 ５９９人 ６３８人 

若者ワークプラザ北九州・黒崎 黒崎 ２５３人 ３３２人 ２９６人 

高年齢者就業支援センター 戸畑 １，０７３人 １，１３８人 １，１６１人 

合計 １，８４９人 ２，０６９人 ２，０９５人 

 

（オ）合同会社説明会（第９条第４項） 

新卒学生や転職希望者が企業の採用担当者から直接、採用に関する説明を受ける合同会社 

説明会を開催することで幅広いマッチングの場を提供した。従来の対面式の他、遠方に住 

む学生等会場に来場できない求職者に向けてウェブ上の説明会も実施した。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

出展企業数 ６８１社 ４５４社 ５５５社 

参 加 者 数 １，９２５人 １，４０６人 ２，３１６人 

 

エ 中小企業の事業承継に関する支援 

（ア）雇用を守る事業承継・引継ぎ支援事業（第９条第１項） 

    市内の中小企業が持つ優れた技術や経営資源を将来にわたって継続し、雇用の場の確保な 

どを図っていくため、啓発セミナーの開催や相談対応、事業承継の具体的な取組みに要する 

経費の一部助成などを行い、円滑な事業承継を総合的に支援した。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

啓発セミナー ３回（７５名） ６回（１２６名） ７回（２２２名） 

相談対応 １２回（９社） １０回（８社） ３４回（２７社） 

助 成 金 １件（５００千円） ５件（２，５００千円） １件（１５０千円） 

ニーズ調査  
調査対象 １７０社 調査対象 ３，５６２社 

回答 ３７社 回答 １，１２８社 
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オ 受注拡大・販路開拓に関する支援 

（ア）北九州発！新商品創出事業（第９条第１項） 

    市内中小企業が開発した独創性豊かな新商品及び新サービスを認定し、広報支援や市がト

ライアル発注を行うことにより、販路拡大を支援した。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

認定件数 
従来枠 ３件 

コロナ枠 １２件 

従来枠 ０件 

ＤＸ促進枠 ３件 

従来枠 ４件 

ＤＸ促進枠 ２件 

 

（イ）オンリーワン企業創出事業（第９条第１項） 

北九州発の独創的な製品や技術、サービスを提供するとともに、地域社会等に対して十分 

な社会的使命と責任を果たしている優れた中小企業を「オンリーワン企業」として認定し、 

これら企業を北九州市の看板企業として、情報発信・プロモーションすることにより、地域 

経済の振興を図る。 

    令和３年度は第６回北九州オンリーワン企業として新たに５社を認定し、事業開始以降、 

計２８社を認定した。 

 令和４年度は第７回北九州オンリーワン企業の募集を行った。 
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（ウ）大規模展示会等出展支援助成金（第９条第４項） 

市内中小企業が開発した新製品・新技術の販路開拓支援として、多くのバイヤーが訪れる 

大都市圏での大規模展示会への出展小間料（１小間分）を助成した。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

交付件数  １１件 １４件 

金 額  ３，３９５千円 ４，７３５千円 

 ※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により事業中止。 

 

（エ）中小企業海外展開支援助成金（第９条第４項） 

    市内中小企業が海外展開に取り組みやすい環境を整えるため、海外での市場調査、見本市 

出展などに対し、その経費の一部を助成した。 

   【中小企業海外展開支援助成金の利用状況】           （単位：件、千円） 

区分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

市場調査等助成事業 ０ ０ ２ １２９ ６ ５７９ 

海外見本市等出展 

助成事業 
０ ０ １ ３００ ３ ７９２ 

越境ＥＣ販路開拓 

助成事業 
  ０ ０ ０ ０ 

認証等取得助成事業   ２ ２００ １ ９４ 

   ※「越境ＥＣ販路開拓助成事業」及び「認証等取得助成事業」は、令和３年度新設。 

※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、１２月から公募開始。 

 

（オ）販路拡大支援事業（第９条第１項） 

    優れた経営資源を有し、業務拡大を目指す市内の中小企業製造業に対して、デジタル技術

の活用など、販路拡大に特化した「伴走型」の支援を実施した。 

令和４年度は、３社に対し、ＭＡ（マーケティング・オートメーション）ツールの導入

等により自社サイトのアクセス解析に基づいた新規顧客の開拓などを行った。 

 

（カ）サステナブル環境ビジネス展開事業（第９条第４項） 

循環型社会及び脱炭素社会の実現に貢献すると同時に、北九州市の環境ビジネスの「ブ 

ランド力の向上」と北九州市ＳＤＧｓ戦略の一つである「技術と経験を活かした国際貢献 

の推進」を実現するため、「ＳＤＧｓ推進」や「サーキュラーエコノミー推進」に適応する 

技術や製品を持つ市内中小企業等の海外展開を支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象事業 

実証 

既に国内で販売しており、それを海外展開しようと現地で準備を

進めている案件で、本事業の補助により、現地ニーズに合わせた

仕様に変更して実証試験をすることで、売り先の理解が深まり、

確実な販路促進につながるもの。 

ＦＳ 
既に国内で販売しており、それを海外展開するための想定国・地

域におけるビジネスモデルの構築を検討するもの。 

助成対象 

海外で実証試験、ＦＳを実施する「市内中小企業」または「市内

中小企業と連携する市外中小企業」 

※会社法第二条第６項に規定する大会社に該当せず、北九州市内

に事業所等があること。資本金として計上した額が５億円未満、

かつ負債総額が２００億円未満であること。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

採択件数 ５件 ３件 ２件 

金  額 １，６６８千円 ３，０８３千円 ６，９７３千円 
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（キ）「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」に基づく対応（第９条第５項、第７項） 

官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律に基づき、工事の発注、物品及び 

役務の調達等の実施にあたり、中小企業の受注機会の増大に努めるものとした。 

【中小企業向け契約実績】 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

官公需総実績額 約１，２６２億円 約１，９３３億円 約１，３８４億円 

中小企業・小規模事業者向け 

契約実績額 

（中小企業者比率） 

約１，０６０億円 

（８４．０％） 

約１，２３５億円 

（６３．９％） 

約１，１２３億円 

（８１．１％） 

   ※令和４年度実績は、集計中。 

 

（ク）指定管理者制度における地元団体（中小企業）への配慮（第９条第６項、第７項） 

指定管理者の選定にあたっては、応募要件に制限を設けずに幅広く門戸を開くものとし、 

地域経済を活性化する観点から、競争性の確保とバランスを取りながら、中小企業を含む地 

元団体に対して一定の配慮（選定時における地元企業への加点など）を実施した。また、再 

委託にあたっては、地元企業に優先的に発注することをガイドラインに定め、北九州市経済 

の振興を図った。 

 

カ 商業・サービス業に関する支援 

（ア）商店街の空き店舗への出店支援（シャッターヒラクプロジェクト）（第１１条） 

市内商店街の活性化を目指すため、商店街の空き店舗に出店する事業者に、賃借料又は改 

装費の一部を補助した。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

補助件数 ４０件 ４２件  ５８件 

 
うちメイト黒崎支援 ９件   

うち災害復旧支援   ２９件 

補助金額 ２，２８７万円 ２，３３５万円 ４，１４９万円 

 
うちメイト黒崎支援   ９９６万円   

うち災害復旧支援   ３，０５４万円 

 

（イ） 商店街等に対する支援事業（第１１条） 

市内商店街が取り組む、活性化に向けたイベントや情報発信、共同施設の設置などの事業 

経費の一部を補助した。 

 （単位：件、千円） 

事業名 概要 

補助実績 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 

件

数 
金額 

件

数 
金額 

件

数 
金額 

中小企業団

体共同施設

等設置補助 

商店街などの中小企業団体が、共同施

設や環境改善施設、防火関連設備、省

エネ型照明設備を設置等する場合に、

経費の一部を補助 

8 3,914 3 2,894 7 4,728 

商店街賑わ

いづくりス

タート支援

事業 

商店街や協議会等が実施する賑わい

づくりのためのイベント、ガイドマッ

プ作成等の情報発信、共同宅配事業な

どについて、立ち上げ時の経費の一部

を補助 

3 1,243 3 1,531 2 1,192 
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（ウ） リノベーションまちづくり（第１１条） 

  まちに賑わいを取り戻すため、遊休不動産をリノベーションの手法を用いて再生すること 

で、産業振興、雇用創出、コミュニティ再生、エリア価値の向上などを図る事業であり、市 

内で活動されているまちづくり事業者や不動産オーナー等と連携し、市内各地で事業展開を 

した。 

  また、黒崎地区では、令和元年度から、商店街エリアの遊休不動産等を活用するリノベー 

ションまちづくりの取組を開始している。商店街の空き店舗を題材にリノベーションスクー 

ルを開催したところ、民間事業者によるリノベーションの動きが現れ、令和３年５月には商 

店街の一角（寿通り商店街）にアーケードシェアハウスと商業テナントで構成されるリノベ 

ーション物件がオープンした。 

【エリアごとの取組状況】                        単位：件、人 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 

門 司 区 
事業化件数 ２ １ １ 

雇用者数 ５ ３ ６ 

小倉北区 
事業化件数 ０ １ １ 

雇用者数 １９ １１ ２４ 

小倉南区 
事業化件数 ０ ０ ０ 

雇用者数 ０ ０ ０ 

若 松 区 
事業化件数 ０ １ ０ 

雇用者数 ０ ０ ０ 

八幡西区 
事業化件数 ３ ５ １ 

雇用者数 ８ １６ ８ 

小 計 
事業化件数 ５ ８ ３ 

雇用者数 ３２ ３０ ３８ 

リノベーションに

関連する 

まちづくり会社等 

雇用者数 ０ ０ ４ 

合 計 
事業化件数 ５ ８ ３ 

雇用者数 ３２ ３０ ４２ 

 

【リノベーションスクール等の開催状況】                単位：回、人 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 

リノベーション

スクール 

回数 １  － 

人数 －  － 

まちづくり・ 

再生塾 

回数 １  １ 

人数 ３３  ３６ 

※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、リノベーションスクールは 

オンラインセミナーに代替した。 

※令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、リノベーションスクール、 

まちづくり再生塾ともに実施を見送った。 
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キ 創業に関する支援 

（ア）創業支援事業（第９条第１項、第４項） 

北九州市では、「産業競争力強化法」に基づき策定した「北九州市創業支援事業計画」に 

より、商工会議所や金融機関等の関係機関と連携の上、ハンズオン支援や創業セミナー等の 

施策を実施し、創業を支援している。 

【実績】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

創業者数 ２９３名 ３４８名 ４７９件 

 

（イ）テレワークセンター管理運営事業（第９条第１項、第２項） 

創業支援の中核施設としてテレワークセンターを運営するとともに、創業全般に関する相 

談窓口を設置、他の関係機関等とも連携した創業支援の取組などを行った。 

相談受付件数 
年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実績 ７０８件 ５２１件 ７８０件 

 

ク 中小企業に関する施策等情報の発信 

（ア）中小企業振興施策の情報発信（第９条第９項） 

中小企業の振興に関する各種施策について、各種支援メニューを網羅した「北九州市中小 

企業支援ガイドブック」や毎月発行の広報誌「ネットワーク北九州」、北九州商工会議所や 

中小企業支援機関のメルマガ、緊急経済支援策の新聞折り込みなど各種情報媒体を通じて、 

情報発信を行った。 

【情報発信の内訳（主なもの）】 

項目 概要 R2 年度 R3 年度 R4 年度 指標 

中小企業向け
情報誌 
「ネットワー
ク北九州」の
発行 

・毎月１回（メール配信）及び
中小企業支援センターホーム
ページ上で公開。 
・支援施策の紹介、イベントや
セミナー、企業紹介記事などを
掲載。 

1,700 部 1,700 部 1,700 部 発行部数 

ホームページ
によるＰＲ 

・ホームページに支援施策やお
知らせ、関連サイトなどをまと
めてＰＲ。 

48,338件 49,628件 45,148件 
アクセス

件数 

メールマガジ
ンの発行 

・公募案件やセミナー案内等最
新ニュースを毎週１回配信。 

1,394 件 1,454 件 
3,747 件 

（※） 

配信先 

件数 

中小企業支援
施策活用ガイ
ドブックの発
行 

・毎年４月に発行。 
・市の制度だけではなく、国や
県などの類似の制度も併せて
紹介しており、支援センター、
各区役所に配置するほか、セミ
ナー受講者などに無料配布。 
・中小企業団体での施策説明や
金融機関を訪問しての施策利
用ＰＲなどに活用。 
・中小企業支援センターホーム
ページ上で公開。 

6,000 部 6,000 部 6,000 部 発行部数 

技術マップの
発行 

・市内中小企業約４００社の保
有する製品、得意技術等の情報
をまとめたデータベース。 
・平成１７年３月からインター
ネットで市内外に情報発信。 
・中小企業支援センターホーム
ページ上で公開。 

10,130件 7,430 件 7,901 件 
アクセス 

件数 

 ※令和 4 年度に実施した実態調査でメールアドレスを回答した企業等が増加したもの。 
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  （イ）ゆめみらいワーク（第９条第１０項） 

    高校生や中学生等を対象に、早い段階からの職業観の醸成や将来の市内就職につなげるこ

とを目的に、地元企業の仕事内容等について、直接聞き体験できるイベントを平成２７年度

から開催している。令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により対面開催を見送

り、それに替えて、企業研究や業界研究に活用できる動画等を作成し、市の就職情報サイト

「しごまる。」に公開するとともに、市内外の学校に送付した。 

【実績】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

出展者数  ８７団体 １１６団体 

来場者数  ７，７８５人 ７，５５４人 

 

【「しごまる。」の取組み（令和２年度実績）】 

動画作成企業数 ３６団体 

冊子掲載企業数 ５８０団体 

 

ケ ＳＤＧｓに関する支援 

（ア）ＳＤＧｓ登録制度（第９条第１項、第２項、第４項） 

今後、企業等が経営を行っていく上で、ＳＤＧｓの取組は不可欠な要素であり、対応しな 

いと市場から淘汰されかねない潮流となりつつある。そのような中で、北九州市においては 

令和３年度に、ＳＤＧｓの達成に寄与する企業等の取組内容を「見える化」するための「北 

九州ＳＤＧｓ登録制度」を創設した。 

当該制度の登録事業者は、公共調達等における優遇措置や「ＳＤＧｓ経営サポート」参加 

金融機関（金融機関・保険会社等２０社）による支援を受けられる。 

 

＜登録事業者数＞ 

第３次～第５次（令和４年５月～令和４年１１月）登録事業者数 

１９５事業所（ＮＰＯ法人等含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 



 

 

コ 経営に関する支援 

（ア）中小企業融資制度（第９条第４項、第１２条） 

市内中小企業が、事業を行っていく上で必要な運転資金や設備資金を円滑に調達できるよ 

う、北九州市が取扱金融機関及び福岡県信用保証協会と連携して行っている融資制度である。 

 

【中小企業融資利用状況】                単位：件、百万円 

区分 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

新規貸出 新規貸出 新規貸出 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

計 3,450 73,450 2,569 22,459 2,471 19,561 

小規模企業者

支援資金 
349 1,423 596 2,290 734 2,469 

一般 

事業 

資金 

小口 118 860 205 1,535 302 2,149 

長期 52 1,127 113 2,528 112 2,305 

短期 44 463 102 866 86 740 

災害復旧 

資金 
0 0 1 3 1 3 

連鎖倒産 

防止資金 
0 0 0 0 0 0 

景気対応 

資金 
2,715 68,529 1,324 14,165 967 10,742 

経営力強化 

サポート 

資金 

0 0 0 0 0 0 

開業支援 

資金 
167 822 224 1,027 268 1,150 

事業承継 

資金 
4 215 1 25 0 0 

成長加速化 

協調資金 
0 0 0 0 0 0 

新事業開拓 

支援資金 
0 0 1 7 0 0 

まち・ひと・ 

しごと創生総

合戦略資金 

1 10 2 9 1 3 

高度化・準高度

化資金他 
0 0 0 0 0 0 
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（イ）中小企業支援センター特定支援事業（第９条第１項、第１２条） 

地域の中小企業の中核的支援機関である「中小企業支援センター」において、各種の経営 

相談をワンストップで実施するとともに、経営に関するセミナーの開催やメルマガ等による 

施策情報の発信を行った。また、市内中小企業が抱える様々な課題の解決や円滑な事業展開 

に向けて、各分野の専門家を派遣した。 

【業種別相談件数】                             単位：件 

業種 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

製造業 ２０７ １４５ ３０７ 

卸売業 １３ ２２ ７５ 

建設業 ２２ ３３ １６９ 

小売業 ４０ ５２ １９５ 

サービス業 ２２０ ２６７ ３５１ 

その他 ２１ １，０２５ ５０５ 

合計 ５２３ １，５４４ １，６０２ 

※令和３年度「その他」には、国の一時支援金等の事前確認件数「９９２件」を含む。 

※令和４年度、訪問相談員を配置したため、全体的に相談件数が増加。 

 

【内容別相談件数】                             単位：件 

 相談内容 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

【
経
営
】 

経営全般 １７３ ２３０ ９８０ 

事業承継 ０ ５ ２８ 

事業再生 ０ ７３ １３ 

Ｍ&Ａ １ ０ ０ 

小計 １７４ ３０８ １，０２１ 

【
技
術
】 

技術・商品開発 ３９ ４０ ２６ 

省エネルギー化 ０ １ ７ 

小計 ３９ ４１ ３３ 

【
営
業
】 

マーケティング ９ ７ １３ 

販路開拓 ７８ ２４ １６ 

海外展開 １３ ７ １９ 

小計 １００ ３８ ４８ 

【
資
金
】 

資金 ４６ ２２ ３０ 

税務 １４ ２２ １５ 

小計 ６０ ４４ ４５ 

【
そ
の
他
】 

創業・転業 ３９ ６７ ５３ 

法律 ６ １３ ７ 

労務・雇用 ２９ １９ １４ 

人材確保・人材育成 ４ ７ ８ 

ＩＴ化 ４１ ２ ４ 

取引条件・下請 １ ４ １ 

知財 ０ ０ ０ 

その他 ３０ １，００１ ３６８ 

小計 １５０ １，１１３ ４５５ 

合計 ５２３ １，５４４ １，６０２ 
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【専門家派遣】                          単位：件 

業種 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

件数 回数 件数 回数 件数 回数 

製造業 ５ ３２ ９ ２２ ４ ５ 

卸売業 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

建設業 ０ ０ ０ ０ ２ ５ 

小売業 ０ ０ ０ ０ ２ ５ 

サービス業 ６ ３４ ２ １２ ２ ７ 

その他 ４ １３ ２ ７ １ ６ 

合計 １５ ７９ １３ ４１ １１ ２８ 

 

（ウ）巡回指導及びマッチングコーディネート事業（第９条第１項、第１２条） 

中小企業支援センターに配置した巡回専門相談員が、市内の中小企業を訪問し、受発注

等のコーディネートを行うとともに、支援施策の紹介等を実施した。 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

訪 問 企 業 数 １８２社 ２５９社 ２８５社 

マッチング件数 １１件（うち成約１件） ３１件（うち成約１件） ２３件（うち成約３件） 

 

（エ）頑張る中小企業応援！経営力強化リサーチ・相談サポート事業（第９条第３項） 

    市内中小企業の実態やニーズを把握し、今後の支援・施策の参考とするとともに、各種の

施策情報を提供することを目的とし、市内中小・小規模企業２７，２６９社にアンケート調

査を実施した（有効回収数８，９６４社、有効回収率３２．９％）。 

    経営状況や経営方針、新型コロナウイルス感染症及び原油高・資材高等の影響、雇用・人

材育成の状況、市への要望等、計３８の設問に対する回答を集約し、令和４年１１月経済港

湾委員会にて調査結果報告後、市ＨＰにて調査結果を公表した。 

    また、アンケート調査回答企業のうち、訪問受け入れの意向を確認できた企業に対して、

ＦＡＩＳ中小企業支援センターに配置した訪問相談員が、訪問活動や各種施策紹介を行った。 

（令和４年度訪問企業数：８３２社） 
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（オ）各種施策への中小企業の意見反映（第９条第２項、第３項） 

中小企業の振興に関する施策の実施にあたり、市内中小企業団体からの要望活動や、関係 

団体等との意見交換会の開催などを通じて、中小企業の実態の把握と意見反映に努めた。 

 

【市内中小企業団体からの要望・回答（抜粋）】 

要望 回答 

コロナ禍・資材高等の厳

しい経営環境に直面した

中小企業に対する中小企

業施策と予算の確保につ

いて 

北九州市では「中小企業振興条例」の基本理念にのっとり、
中小企業の経営改善等を促進するための施策の総合的な実
施に努めることとしており、令和５年度の予算として、コロ
ナ禍・資材高等の厳しい経営環境に直面している中小企業に
対して、寄り添った支援を行うための事業を計上している。 

加えて、中小企業の成長・事業の継続を支援するととも 
に、次世代産業の誘致や育成、まちのにぎわいを生み出すた
めの事業に積極的に取り組むことで、雇用の創出、地域経済
の活性化、市民生活の向上につなげ、北九州市が目指す「稼
げる街」への転換を図っていく。 
 

中小企業組合へのＩＣ

Ｔ技術の導入支援につい

て 

北九州市では中小企業の生産性向上および新たな価値創出
に向けた支援として、北九州市ロボット・ＤＸ推進センター
運営のもとワンストップ相談窓口を設置している。 

本相談窓口では、デジタルツールの利用方法等のレクチャ
ーからＤＸに向けたワークショップ支援など、デジタルを活
用した生産性向上に向けて幅広い支援を行っており、昨年度
末までに２３８件の相談、７４４回の専門家派遣を実施した
ところである。更なる支援に向けて、本窓口の更なる周知に
努めてまいりたい。 

 

北九州市の特性・地域資

源を活かした観光振興に

ついて 

「ものづくりの街」である北九州市の特長を生かした「産
業観光」について、北九州市では北九州商工会議所・北九州
観光コンベンション協会と協働し、「北九州産業観光センタ
ー」として産業観光の窓口を開設し、工場・資料館見学や工
場夜景を活用した観光振興を推進してきたところである。ま
た、産業観光を環境、文化等と組み合わせ、修学旅行等の団
体旅行の誘致活動についても行ってきたところである。 

今後は、新しい協力事業所の発掘に努めていくとともに、
工場群の夜景を鑑賞するツアーなど積極的にＰＲを行い、修
学旅行をターゲットにした誘致活動などを行っていきたい。 

 

インボイス制度の導入

の廃止を含めた国への要

請について 

インボイス制度の導入に当たっては、事業者の準備に係る
負担を考慮し、令和元年１０月の軽減税率の実施から令和５
年９月まで準備期間が設けられるとともに、導入から６年間、
免税事業者からの仕入れに係る税額控除の経過措置も設けら
れている。 

さらに、令和５年度税制改正において、免税事業者がイン
ボイス発行事業者になった場合の税負担を軽減するため、売
上税額の２割を消費税の納付税額とすることができる措置が
講じられた。 

国においては、本年１０月の制度の円滑な実施に向けて、
様々な声に耳を傾けながら、きめ細かく対応していくとされ
ており、北九州市としては、万全な対応に努めていただきた
いと考えている。 

 

 ※回答は、令和５年７月に実施。 
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【中小企業団体等との意見交換会の開催概要】 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

開催日程 令和２年７月２９日 令和３年８月１９日 令和４年８月１７日 

参加 

メンバー 

アドバイザー（専門家） 

中小企業団体（３団体） 

労働団体 

金融機関 

支援機関（２団体） 

行政 

 

 

  （計９名） 

アドバイザー（専門家） 

中小企業団体（３団体） 

労働団体 

大学 

金融機関 

支援機関（２団体） 

行政 

 

  （計１０名） 

アドバイザー（専門家） 

中小企業団体（３団体） 

労働団体 

大学 

金融機関 

支援機関（２団体） 

行政 

 

  （計１０名） 

議題 

①アフターコロナを見据えて 

・労働環境、生活環境、労働

市場、生産設備、工程の変化

等 

 

①コロナにおける今後の中小

企業のあり方 

①ポストコロナ、原油高・資材

高等の下での中小企業の活性

化、ＤＸへの取組み等 

意見交換 

の内容 

①新型コロナウイルス感染症

の影響により、これまでとは

全く違った経済活動を強いら

れているが、それを乗り切る

ための対応策などについて、

現状を踏まえながら意見交換

を行った。 

①前年度に続き、コロナ禍に

おける中小企業の経済活動に

ついて、現状の課題や今後の

対応策について、意見交換を

行った。 

①コロナ禍及び原油高・資材高

等の影響を受けている中小企

業の経済活動について、現状の

課題や今後の対応策等、意見交

換を行った。 

主な 

 

意見 

・ 

要望 

①アフターコロナを見据えて 

・テレワークは困難というイ

メージであったが、実際には

問題ない。 

・商店街では販売方法が変わ

り、ネット販売が増えてきて

おり、各店舗様々な形でチャ

レンジをしようとしている。

その時のノウハウの提供や補

助金等の支援をお願いした

い。 

・建設業で現場作業は、どう

してもコロナ対応が難しくな

る。その中でマスク、体温検

査、健康状況の把握などに注

意して、現場作業に取り組む

ようにしている。 

・支援機関としては、何とか

補助金を活用して頑張ろうと

いう企業を、職員一丸となっ

て採択に向けて応援してい

る。 

・これを機にドメインの見直

しなど、中長期的に企業のあ

り方を見つめ直してみる必要

がある。 

①コロナにおける今後の中小

企業のあり方 

・情報を発信する側と受信す

る側のミスマッチが、施策面

でも雇用面でも生じている。 

・事業再構築補助金の活用な

ど前向きに事業を進める企業

が増えている一方で、緊急事

態宣言がまた新たに発出され

るなど経済を取り巻く環境が

大きく変わる可能性があるの

で、コロナで影響を受けた企

業に向けて、堅実に各種助成

施策等の支援をお願いした

い。 

・商流やサプライチェーンの

変化については、中小企業に

とっては大きな変化になる可

能性がある。ＤＸ化の導入な

ど早急に対応を進めないと取

り残されてしまう恐れがあ

り、従来のように浪花節的な

人と人の関係だけでは対応出

来ない時代がやってきてい

る。 

 

①ポストコロナ、原油高・資材

高等の下での中小企業の活性

化、ＤＸへの取組み等 

・自社の課題がわかっていない

中小企業が多く、そういったと

ころからの支援が必要である。 

・物流倉庫の建設、工場の新設、

改修といった前向きな設備資

金需要が徐々に増えている一

方で、今後、ウクライナ危機の

影響を受けることが考えられ、

資源エネルギー関係から食品

関係、製造業全般と広範囲に影

響が及んでいるため、この状況

が続くことを危惧している。 

・アフターコロナにおける労働

者の雇用維持のためには、経営

者の意識改革が必要である。コ

ロナ禍において、雇用調整助成

金や一時支援金等に頼ってい

た企業は、今のうちに雇用維持

に係る対策を進めておくべき

である。 
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